
国内資源循環

循環型社会地域支援事業

広域認定制度／再生利用認定制度

各種個別リサイクル法

リサイクルポートの推進

PCB処理

３Rイニシアティブの国際的な推進

ゴミゼロ国際化行動計画の見直しと実施

東アジア循環型社会ビジョンの策定

UNEP「天然資源の持続可能な利用
に関する国際パネル」支援

エコタウン事業

バイオマス・ニッポン総合戦略バイオマス・タウン
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バーゼル条約の履行

循環型社会形成推進交付金等

○現行の施策例：

○循環資源：
店頭回収品等や地域固有
のバイオマス資源（間伐材
や食品残渣など）など、「地
域」内で処理することが経済
的に有効で環境負荷も小さ
いと考えられる循環資源。

○循環の範囲：
複数のコミュニティ、主体が
連携する「地域」が対象範囲。
都市部と農村部が連携して
循環資源の活用を推進する
ことなどが期待される。

○循環資源：
不要になったものを近所
で融通（リユース）、壊れ
た物を修理（リペア）する、
廃食用油のＢＤＦ利用な
ど、生活圏が中心。

○循環の範囲：
地理的、社会的、経済的
に密接な「コミュニティ」が
対象範囲。

ブロック内資源循環

地域資源循環
Ｂ村
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再生・再利用

Ａ市

熱回収施設

各家庭・小売店
再資源化

コミュニティ資源循環

Ｄ市

Ｃ町

バイ オマス
利用施設

 循環資源の性質ごとに、地域の範囲別に分類したイメージ。

 経済合理性や技術的可能性等の状況によって循環の範囲は異なるが、大まかに分類すると以下の通り。

国際資源循環

２．地域循環圏
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○循環資源：
地域内で処理するには先端技術の不存在や量的
問題などがあるため、輸送コストや処理特殊性を勘
案しつつ、環境産業の集積した地域において処理
することが有効な循環資源（金属や土石、処理困難
物など）。

○循環の範囲：
複数の都道府県ないし日本全国など、循環資源の
特性などによって循環の範囲は異なる。
循環の範囲が広域であるため、エコタウンの連携、
リサイクルポートの活用など環境産業の集積や静
脈物流の整備が重要である。

○循環資源：
国際分業の推進によって適切な循環資源の活用が
図られるもの。労働集約的なものや高度なリサイク
ル技術を要するものなど、各国の特性（人件費、技
術力等）を活かした循環資源の利活用を推進する。

我が国では、製品から抽出できる微量の希少金属
（例：インジウム）など、他国ではリサイクル困難な、
高度なリサイクル技術を要する循環資源の活用が
有効。

○循環の範囲：
日本の循環資源のみでなく、海外において発生した
循環資源も含める。
当面は東アジアを中心に、
①まず各国の国内で循環型社会を構築し、

②廃棄物の不法な輸出入を防止する取組を充実・強
化し、
③その上で循環資源の輸出入の円滑化を図る
ことで、国際的な循環型社会の構築を推進する。



農山漁村

住 宅

農産物 畜産物

農業残さ 家畜ふん尿

飼料

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ

農 業 畜 産 業

飼料、敷料

エネルギーエネルギー

エネルギー

漁 業

水産ﾊﾞｲｵﾏｽ

エネルギー

堆肥・飼料化
メタン発酵・発電等

の施設

エネルギー

肥料

生ごみ

地域の規模・特性別の循環型社会のイメージ例は以下の通り。

 農山漁村で発生する循環資源は、間伐材、家畜糞尿、貝殻等や一般廃棄物のうち分別回収される生ごみ等である。

 これらはバイオマス資源としてその他の循環資源とともにメタン化によるエネルギー回収、肥飼料、その他土壌改良材等と
しての利用などが行われる。

 この肥料を利用して生産された農産物が地域内で消費される（地産地消）といった循環が形成される。

林 業
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廃棄物・リサイクル産業

廃家電

廃家電
廃自動車

建設廃棄物

廃蛍光管プラスチック

金属

エネルギー

産業都市（広域収集・高効率処理）

最終処分場

リサイクルポート等

 リサイクル産業等が集積し、陸運・海運も含め広域的に循環資源を収集する。
 産業都市内部での循環が形成されゼロエミッションが達成される。

※その他、中小都市、大都市、その他産業都市等
12



13＜出典＞滋賀県環境生活協同組合

菜の花プロジェクトは、地域にある資源を利用してそれをエネルギーに変え、そのエネルギーを地域内で利用するという資源
循環型の地域づくりを目指している。

菜の花プロジェクト菜の花プロジェクト

コミュニティ資源循環の事例

「菜の花プロジェクト」の概要

 前述の「階層的地域循環圏イメージ図」に沿った個別の具体例を以下列挙する。



14
＜出典＞国立環境研究所

国際資源循環の事例
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中国の廃プラスチック輸入量

0

500

1, 000

1, 500

2, 000

2, 500

3, 000

3, 500

1 995 19 96 199 7 1998 199 9 2000 2001 2002 2 003

Im
po

rt
 [
th

ou
sa

nd
 t

]

Others

USA

South Korea

Japan

Taiwan

Hong Kong

中国の廃プラスチック輸入量

中国の輸入量中国の輸入量
急増急増

日本の輸出量日本の輸出量
急増急増

再生繊維製品製造再生繊維製品製造再生繊維製品製造再生繊維製品製造

安価な労働力安価な労働力安価な労働力安価な労働力

ボトル再生技術衰退ボトル再生技術衰退ボトル再生技術衰退ボトル再生技術衰退
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容リ協の引取量減少容リ協の引取量減少容リ協の引取量減少容リ協の引取量減少

中継地点と中継地点と

しての香港しての香港

の役割増大の役割増大

日本・中国・香港における日本・中国・香港における19901990年代以降の廃プラスチックの状況年代以降の廃プラスチックの状況

※（注）

※（環境省注）：容器包装リサイクル法の改正により、容リ協の引取量は今後上昇に転じる見込み。

※その他、地域やブロック、全国での循環資源活用事例 等



３．新計画における指標、数値目標

物質フロー図 （２０００年）

（１） 物質フロー指標
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輸出（120）

最終処分
（57）

食料消費（97）

（単位：百万トン）

蓄積純増（1,110）

自然還元（84）

減量化（241）

施肥（16）

エネルギー消費及び
工業プロセス排出（500）

（注）含水等 ： 廃棄物等の含水等（汚泥、家畜ふん尿、し尿、廃酸、廃アルカリ）及び経済活動に伴う土砂等の随伴投入（鉱業、建設業、上水道業の汚泥及び鉱業の鉱さい）

廃棄物等
の発生

（595）

国内資源
（1,125）

輸入資源
（752）

含水等（注）

（299）

天然資源等
投入量

（1,925）

循環利用量（213）

輸入製品（48）

輸入
（800）

総物質
投入量

（2,138）



廃棄物等排出量
推計モジュール

誘発物質利用量
（物質利用強度）

推計モジュール

GDP

DMI(k)
+R(k)

外生固定変数 内生変数

資源生産性資源生産性
GDP/DMIGDP/DMI

目標値目標値

財別輸出
E(i)

財別国内
最終需要
Fd(i)

輸出構造
E(i)/E

輸出率
=E/GDP

輸入率
=M/GDP
=1-F/GDP

消費構造
Fd(i)/Fd

国産品に
対する財別最終需要
F(i)

輸入係数
m(i)

種類別
天然資源等投入量
DMI(k)

種類別
循環利用量
R(k)

物質種類別
循環利用率

循環利用率循環利用率
R/(DMI+R)R/(DMI+R)

目標値目標値

廃棄物等
発生量
W(k)

最終処分量最終処分量

目標値目標値
種類別財別誘発

物質利用強度

① 目標を設定する指標

数値目標設定モデルの計算フロー図

※その他、将来推計モデル等
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② 目標を設定する補助指標

土石系資源投入量を天然資源等投入量から除いた資源生産性の推移
（現行の資源生産性との比較）

17※その他、改訂京都議定書目標達成計画に合わせた、廃棄物由来の温室効果ガスに関するデータ等



＜参考＞自然エネルギー供給量の推移

（資料）（財）エネルギー総合工学研究所
http://www.iae.or.jp/energyinfo/energydata/data4018.html
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（資料）（財）エネルギー総合工学研究所
http://www.iae.or.jp/energyinfo/energydata/data4018.html 19



（資料）（財）エネルギー総合工学研究所
http://www.iae.or.jp/energyinfo/energydata/data4018.html

20※その他、エネルギー全体量や再生可能エネルギー等




